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政治コミュニケーション研究におけるデータ利用の可能性：
大統領選と偽情報

三 谷　文 栄*

2020年のメディア、コミュニケーション関連の国際学会は、新型コロナウイルスの流行によりオ
ンラインで開催されることとなった。国際メディア・コミュニケーション学会（IAMCR）は中国
北京の開催を予定していたが、武漢がロックダウンされたことでフィンランドのタンペレへ開催都
市を変更した。しかし、その後、ヨーロッパでも感染状況が悪化し、最終的にオンラインで行うこ
とが発表された。2021年はケニアのナイロビの開催を予定している。2020年の国際コミュニケー
ション学会（ICA）はオーストラリア開催を予定していたが、それをオンラインで行った。2021年
度はアメリカのコロラド州での開催が計画されている。2020年11月時点で2021年大会を IAMCR は
オンライン開催で、ICA はオンライン・オフラインを併用する「ハイブリッド」で行うことを明
示していた。しかし、ICA は2021年1月に、全オンライン開催へと方針を変更した。

このように、欧米の学会は新型コロナウイルスの流行により今もなお大きく影響を受けている。
学会の参加方法のみならず、日本でも欧米からの資料収集が困難になり、個々の研究に少なからず
の影響を及ぼしている。新型コロナウイルスをめぐるメディアやコミュニケーション、ジャーナリ
ズムに関する研究は現在広く進められているが、そうした研究成果がこれらの学会で論文として発
表されるのはもう少し先になるだろう。

近年の欧米の学会で注目されているテーマの一つに「データ」を挙げることができる。2016年の
ケンブリッジ・アナリティカ事件に始まり、メディアを介したコミュニケーションにより個人の嗜
好や政治信念などを含めた個人情報が抜き取られ、それがマーケティングや政治キャンペーンに利
用されるようになっている。こうして抜き取られたビックデータが、政治的・経済的にどのように
利用されるのかということに加えて、Datafication（データ化）といった用語や、人間の身体がデー
タによって資本主義に資するように「植民地化」されている（Data Colonialism）といった議論に
見られるように、ビックデータを研究にどのように利用できるのか、そして GAFA などにビック
データとして情報を収集されることは、どういった意味があるのかなどの研究が進められている

（Lomborg, Dencik and Moe, 2020; Krupnikov and Searles, 2019; Couldry and Mejias, 2019）。
こうしたビックデータを用いたメディア研究や、コミュニケーション研究の一つの領域として、

アメリカ大統領選の選挙キャンペーンの分析が挙げられる。2020年11月３日のアメリカ大統領選は、
ジョー・バイデン候補が勝利して終わった。今回の大統領選をめぐる政治コミュニケーション研究
は2021年以降に発表されることになるだろう。これに関して、アメリカ政治学会の政治コミュニ
ケーション部会が中心となって発行している Political Communication は、学術雑誌の公共性、公

*みたに　ふみえ　日本大学法学部　准教授



海外研究動向／欧米圏

政治コミュニケーション研究におけるデータ利用の可能性：
大統領選と偽情報

三 谷　文 栄*

2020年のメディア、コミュニケーション関連の国際学会は、新型コロナウイルスの流行によりオ
ンラインで開催されることとなった。国際メディア・コミュニケーション学会（IAMCR）は中国
北京の開催を予定していたが、武漢がロックダウンされたことでフィンランドのタンペレへ開催都
市を変更した。しかし、その後、ヨーロッパでも感染状況が悪化し、最終的にオンラインで行うこ
とが発表された。2021年はケニアのナイロビの開催を予定している。2020年の国際コミュニケー
ション学会（ICA）はオーストラリア開催を予定していたが、それをオンラインで行った。2021年
度はアメリカのコロラド州での開催が計画されている。2020年11月時点で2021年大会を IAMCR は
オンライン開催で、ICA はオンライン・オフラインを併用する「ハイブリッド」で行うことを明
示していた。しかし、ICA は2021年1月に、全オンライン開催へと方針を変更した。

このように、欧米の学会は新型コロナウイルスの流行により今もなお大きく影響を受けている。
学会の参加方法のみならず、日本でも欧米からの資料収集が困難になり、個々の研究に少なからず
の影響を及ぼしている。新型コロナウイルスをめぐるメディアやコミュニケーション、ジャーナリ
ズムに関する研究は現在広く進められているが、そうした研究成果がこれらの学会で論文として発
表されるのはもう少し先になるだろう。

近年の欧米の学会で注目されているテーマの一つに「データ」を挙げることができる。2016年の
ケンブリッジ・アナリティカ事件に始まり、メディアを介したコミュニケーションにより個人の嗜
好や政治信念などを含めた個人情報が抜き取られ、それがマーケティングや政治キャンペーンに利
用されるようになっている。こうして抜き取られたビックデータが、政治的・経済的にどのように
利用されるのかということに加えて、Datafication（データ化）といった用語や、人間の身体がデー
タによって資本主義に資するように「植民地化」されている（Data Colonialism）といった議論に
見られるように、ビックデータを研究にどのように利用できるのか、そして GAFA などにビック
データとして情報を収集されることは、どういった意味があるのかなどの研究が進められている

（Lomborg, Dencik and Moe, 2020; Krupnikov and Searles, 2019; Couldry and Mejias, 2019）。
こうしたビックデータを用いたメディア研究や、コミュニケーション研究の一つの領域として、

アメリカ大統領選の選挙キャンペーンの分析が挙げられる。2020年11月３日のアメリカ大統領選は、
ジョー・バイデン候補が勝利して終わった。今回の大統領選をめぐる政治コミュニケーション研究
は2021年以降に発表されることになるだろう。これに関して、アメリカ政治学会の政治コミュニ
ケーション部会が中心となって発行している Political Communication は、学術雑誌の公共性、公

*みたに　ふみえ　日本大学法学部　准教授

94 Journalism & Media  No.16  March  2021

益性の観点から、2020年の大統領選に向けて「選挙キャンペーン、選挙報道、政治広告、ソーシャ
ルメディア・プラットフォーム、そしてメディアとコミュニケーションが選挙への関与と投票行動
に与える影響について、質の高い研究を発表してきた豊かな伝統を持っている」としたうえで、ほ
んの一部ではあるものの、2020年12月３1日まで関連する14の論文を無料で閲覧できるようにしてい
た。その論文のリストから明らかになることは、Political Communication は積極的に大統領選に
関連する論文を取り上げてきたこと、そして大統領選の分析においてソーシャルメディアやフェイ
クニュースの役割が重視され、その計量的な研究が進められているということである。

ポスト真実の状況におけるソーシャルメディアやフェイクニュースの役割は近年、メディア、コ
ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン、 ジ ャ ー ナ リ ズ ム 関 連 の 学 会 で は 特 に 注 目 さ れ て き た。Political 

Communication は３7号2巻で「フェイクニュースの向こう側：偽情報のポリティクス（Beyond 
Fake News: The Politics of Disinformation）」 の 特 集 を 組 ん だ。 こ こ に お け る 偽 情 報

（Disinformation）は人々を混乱させたり、真実を隠したりするためなどの目的で意図的に発信さ
れる誤った情報を指し、フェイクニュースは偽情報の一つだと位置づけた。そして特集号では政治
コミュニケーション研究における偽情報に関連する研究のレビューを行っている。

偽情報の研究は2017年以降、関心が急激に高まり積極的に進められている。しかし、偽情報は政
治コミュニケーション研究においてプロパガンダ研究として以前から研究されてきた。アメリカで
はプロパガンダ分析研究所（Institute for Propaganda Analysis）に始まり、それが閉鎖後は質的
な分析が進められた（Freelon and Wells, 2020）。その一例として、冷戦という外交政策の合意が
形成されていることを示す批判的な視点を用いた質的な研究が挙げられる（チョムスキー、ハーマ
ン 2002=2007）。

また、偽情報に関連する研究に「誤情報（misinformation）」の研究がある。誤情報は偽情報と
は異なり、そのメッセージが「意図的に」あるいは「悪意を持って」作成、伝達されたことを明示
する必要がないという点において、研究がより容易であったとされる。誤情報をめぐる研究はまず
認知心理学の領域で進められた。政治コミュニケーションの領域では70年代、80年代に認知心理学
に影響を受けた誤情報の研究が行われた。90年代に入っても同じ傾向で進められ、2000年代でも
ソーシャルメディアの広がりや、科学的知見の権威が低下したことで、より一層研究が広まって
いった（Freelon and Wells, 2020）。

このように、偽情報やそれに関する研究は政治コミュニケーションの領域で進められてきた。現
在の偽情報の研究は、大別すると偽情報の内容分析と、偽情報に関する受容分析の二つの傾向があ
る。

2020年に発表された偽情報の内容分析を行った研究で興味深い論文として、トロール工場で作
成、発信されたツイッターの偽情報を分析した “Troll Factories: Manufacturing Specialized 
Disinformation on Twitter” が挙げられる。この論文は、ビックデータを利用してロシアのイン
ターネット・リサーチ・エージェンシー（Internet Research Agency、以下 IRA）のトロール工
場がツイッター上で体系的に偽情報を行っていたのかを分析している。2016年の大統領選を通じて
マケドニアのフェイクニュース工場が注目されたが、そこではトランプ候補を支持する右派的な
フェイスブックのページが左派的なものよりも収益があると指摘されている。この議論からは、
2016年の大統領選ではトランプ候補支持の右派的なメッセージがソーシャルメディア上で共有され
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ていたことが想定される。しかし、この論文の分析では、IRA はツイッター上で右派のみならず
左派のトロールも行っていた。それは例えば、ブラック・ライヴス・マターを支持する（IRA の）
アカウントで、ヒラリー・クリントンは「私たち」のことに関心がない、あるいはバーニー・サン
ダースのほうがふさわしいといったメッセージを発信していた。それを通じてクリントン民主党候
補への信頼性を低下させていたのである。また、右派、左派のトロールのみならず、IRA のアカ
ウ ン ト に は ニ ュ ー ス フ ィ ー ド や ハ ッ シ ュ タ グ を 利 用 し た も の、 恐 怖 を か き 立 て る も の

（fearmonger）と計５つのタイプが存在し、それぞれが継続的に偽情報やそれに関連するものを発
信していたことが示された。

こうしたフェイクニュースに対処すべく、ファクトチェックがアメリカのみならず日本でも行わ
れている。ファクトチェックは効果があるのか、という問いも当然ながら生じている。、ファクト
チェックの有効性の検証は、偽情報に関する受容分析の一つと言えるだろう。

“Fact-Checking: A Meta-Analysis of What Works and for Whom” は、ファクトチェックに関連
する刊行論文のメタ分析を行ったもので、20本の論文に発表された３0の研究プロジェクトの著者ら
にコンタクトを取るなどしてデータセットを入手し、そのデータセット用いて横断的に分析したも
のである。そこで提示された見解は、ファクトチェックは政治信念に正の影響を及ぼすが、ファク
トチェックのサイトにある画像で単純化されたスケール（例えば、「フェイクニュース」「一部分正
しい」などがビジュアルで明示されたもの）はその有効性を弱めるというものである（Walter, 
Cohen, Holbert and Morag, 2020）。このように、ファクトチェックは一定の有効性が認められて
いるが、個々人の先有傾向によって弱まる可能性も指摘されている。特にファクトチェックの有効
性はトランプ支持者に対しては低いとされており、これは個々人の先有傾向に加えてトランプ大統
領自身がファクトチェックを行うメディア組織や機関を、「フェイクニュース」と批判することか
ら生じる可能性もあると論じられた。

これらの研究のように、ビックデータを用いた偽情報の研究は広く行われている。しかしそれは
ビックデータを用いた研究の一部でしかない。偽情報の内容分析や受容分析以外の観点からの分析
も必要である。それは例えば、偽情報に関する効果研究的な受容分析のみならず、そもそもオー
ディエンスがなぜその情報を「偽情報」と位置付けるのか、そうした解釈と世論との関連性、そし
て「偽情報」の拡散を促進させるために利用されるデータ収集が民主主義社会にいかなる意味をも
たらしているのか、といった点の考察である。こうした点は冒頭で提示したデータ化やデータ植民
地主義などの議論と関連する。より広範な視点からデータを捉え、政治コミュニケーション研究を
進めていくことが求められる。
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